
◆ 6月の税務と労務
国　税／ 5月分源泉所得税の納付 6月10日
国　税／ 所得税の予定納税額の通知 6月15日
国　税／ 4月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等） 6月30日
国　税／ 10月決算法人の中間申告 6月30日
国　税／ 7月、10月、1月決算法人の消費税等の

中間申告（年3回の場合） 6月30日
地方税／ 個人の道府県民税及び市町村民税の納付

（第1期分） 市町村の条例で定める日
労　務／ 健康保険・厚生年金保険被保険者賞与

支払届 支払後5日以内
労　務／ 子ども手当現況届（市町村役場に提出）

6月30日

6 2011

民法１条で「権利の行使及び義務の履行は、信義に従い誠実に行われなければ
ならない」と規定する『信義誠実の原則』の略。税務の場合、税務職員の指導がその後
の課税処分と異なるなどとして納税者との間で争われるとき、その課税処分の取り消し
をめぐって、信義則に反するという言葉が使われることがあります。
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6月号 2

会
社
行
事
と
し
て
役
員
の
冠
婚
葬

祭
に
関
与
す
る
場
合
、
税
務
上
、
ど

の
よ
う
な
点
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
か
を
以
下
に
Ｑ
＆
Ａ
に
よ
る

具
体
例
で
検
討
し
て
み
ま
す
。

Ⅰ
　
冠

Ａ
社
で
は
、役
員
が
還
暦
・

喜
寿
等
の
時
に
、社
内
パ
ー
テ

ィ
ー
を
行
い
、
会
社
が
費
用
を
一
部

負
担
し
て
い
ま
す
が
、
税
務
上
ど
う

取
り
扱
わ
れ
ま
す
か
。

還
暦
・
喜
寿
・
米
寿
等
は
極

め
て
個
人
的
な
お
祝
い
事
で

あ
り
、
福
利
厚
生
と
考
え
て
も
役
員

だ
け
で
は
機
会
均
等
に
欠
け
、
費
用

性
が
あ
る
と
は
い
え
ま
せ
ん
。
よ
っ

て
、
会
社
が
負
担
し
た
費
用
は
、
そ

の
役
員
に
対
す
る
給
与
（
賞
与
）
と
な

り
、
損
金
に
は
な
り
ま
せ
ん
。

Ⅱ
　
婚

Ｂ
社
の
社
長
の
長
男
で
あ

る
常
務
の
結
婚
式
・
披
露
宴

の
費
用
に
つ
い
て
、
参
列
者
の
六
割

が
当
社
の
役
員
や
取
引
先
等
と
い
う

こ
と
で
、
費
用
の
六
割
相
当
額
を
会

社
で
負
担
し
ま
し
た
。

ま
た
、
慶
弔
見
舞
金
規
程
に
し
た

が
っ
て
、
常
務
へ
の
結
婚
祝
金
を
支

払
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
の
費
用
は
、

ど
の
よ
う
に
取
り
扱
わ
れ
ま
す
か
。

１

役
員
の
結
婚
式
・
披
露
宴
の
開

催
に
関
す
る
費
用
の
取
扱
い

税
務
上
、
結
婚
式
・
披
露
宴
の
費

用
は
、
役
員
で
あ
る
長
男
に
対
す
る

給
与
で
あ
り
、
会
社
の
交
際
費
と
し

て
取
り
扱
う
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

結
婚
式
・
披
露
宴
は
、
私
的
な
行
事

で
あ
っ
て
、
役
員
個
人
が
負
担
す
べ

き
費
用
で
す
。

た
と
え
披
露
宴
に
会
社
の
取
引
先

等
を
招
待
し
て
い
て
も
、
そ
れ
は
常

務
と
し
て
の
社
会
的
立
場
に
よ
る
も

の
で
あ
っ
て
、
結
婚
式
・
披
露
宴
が

会
社
の
経
営
や
業
務
を
実
施
す
る
上

で
必
要
な
行
事
で
あ
る
と
ま
で
は
い

え
ま
せ
ん
。
よ
っ
て
、
会
社
の
取
引

先
等
を
招
待
し
た
と
し
て
も
交
際
費

と
し
て
取
り
扱
う
こ
と
は
で
き
ま
せ

ん
。し

た
が
っ
て
、
会
社
が
支
払
っ
た

結
婚
式
・
披
露
宴
の
費
用
分
担
金
は
、

常
務
に
対
す
る
給
与
と
な
り
ま
す
が
、

定
期
同
額
給
与
で
は
な
い
た
め
、
損

金
に
は
な
り
ま
せ
ん
。

２

役
員
へ
の
結
婚
祝
金
に
関
す
る

取
扱
い

役
員
が
結
婚
し
た
時
に
結
婚
祝
金

を
支
給
す
る
場
合
は
、
慶
弔
見
舞
金

規
程
に
従
っ
て
い
れ
ば
、
原
則
と
し

て
福
利
厚
生
費
と
し
て
取
り
扱
わ
れ

ま
す
が
、
社
会
通
念
上
不
相
当
に
高

額
な
祝
金
は
福
利
厚
生
費
で
は
な
く

給
与
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
る
場
合
が

あ
り
ま
す
の
で
、
注
意
が
必
要
で
す
。

Ｑ

Ｑ

Ａ

Ａ
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Ⅲ
　
葬

Ｃ
社
の
創
業
者
で
あ
る
社

長
が
亡
く
な
り
ま
し
た
。
社

長
の
会
社
に
対
す
る
功
労
は
極
め
て

大
き
い
の
で
、
社
葬
と
し
ま
し
た
。

こ
の
場
合
の
会
社
が
負
担
し
た
社
葬

に
係
る
費
用
に
関
す
る
税
務
上
の
取

り
扱
い
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
。

ま
た
、
香
典
の
取
り
扱
い
に
つ
い
て

も
お
願
い
し
ま
す
。

１
　
社
葬
の
原
則
的
取
扱
い

社
葬
と
は
い
っ
て
も
、
葬
儀
は
本

来
、
個
人
的
な
儀
式
で
す
の
で
、
そ

の
費
用
は
遺
族
が
負
担
す
べ
き
も
の

で
す
。

し
た
が
っ
て
、
原
則
と
し
て
は
、

社
葬
は
会
社
か
ら
遺
族
に
対
す
る
贈

与
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
、
遺
族
が
会

社
関
係
者
で
あ
れ
ば
給
与
（
賞
与
）

と
な
り
ま
す
。

２

社
葬
が
社
会
通
念
上
相
当
と
認

め
ら
れ
る
場
合
の
取
扱
い

死
亡
し
た
役
員
等
の
死
亡
の
事
情
、

生
前
に
お
け
る
そ
の
法
人
に
対
す
る

貢
献
度
合
等
を
総
合
的
に
勘
案
し
て

「
社
葬
を
行
う
こ
と
が
社
会
通
念
上
相

当
」
か
ど
う
か
が
判
断
さ
れ
、「
社
葬

の
た
め
に
通
常
要
す
る
と
認
め
ら
れ

る
部
分
の
金
額
」
は
、
支
出
し
た
日

の
属
す
る
事
業
年
度
に
お
い
て
損
金

の
額
に
算
入
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

３

「
社
葬
に
係
る
経
費
の
う
ち
通

常
要
す
る
と
認
め
ら
れ
る
金
額
」

の
判
断

こ
こ
で
の
ポ
イ
ン
ト
は
、
明
ら
か

に
遺
族
が
負
担
す
べ
き
費
用
は
認
め

ら
れ
な
い
こ
と
で
す
。
た
と
え
ば
、

密
葬
の
費
用
、
墓
石
、
墓
地
、
仏
壇
、

位
牌
等
の
買
い
入
れ
費
用
、
院
号
を

受
け
る
た
め
の
費
用
、
香
典
返
戻
費

用
、
法
会
に
要
す
る
費
用
な
ど
が
、

遺
族
が
負
担
す
べ
き
費
用
と
さ
れ
て

い
ま
す
。

い
わ
ゆ
る
会
葬
の
た
め
の
費
用
は

損
金
の
額
と
さ
れ
ま
す
。

４

会
葬
者
か
ら
い
た
だ
い
た
香
典

の
取
扱
い

香
典
等
は
、
会
葬
者
が
遺
族
に
対

し
て
哀
悼
の
意
を
表
し
て
供
え
る
も

の
で
す
か
ら
、
遺
族
が
受
け
取
る
の

が
社
会
一
般
の
常
識
で
す
。

よ
っ
て
、
香
典
等
を
法
人
の
収
入

と
せ
ず
遺
族
の
収
入
と
し
た
時
は
、

こ
れ
が
認
め
ら
れ
ま
す
。

Ｄ
社
の
専
務
取
締
役
が
死

亡
し
、
遺
族
に
退
職
弔
慰
金

を
支
払
い
ま
し
た
。
課
税
関
係
は
ど

う
な
り
ま
す
か
。

１
　
死
亡
退
職
金
の
取
扱
い

ま
ず
、
退
職
弔
慰
金
を
退
職
金
と

弔
慰
金
に
区
分
し
て
考
え
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。

死
亡
退
職
金
で
あ
れ
ば
、
相
続
税

法
上
は
原
則
と
し
て
相
続
人
が
相
続

に
よ
っ
て
取
得
し
た
も
の
と
み
な
さ

れ
、
所
得
税
法
上
は
非
課
税
所
得
で

あ
り
、
退
職
所
得
に
係
る
所
得
税
の

源
泉
徴
収
義
務
は
あ
り
ま
せ
ん
。

死
亡
退
職
金
を
受
け
取
ら
れ
た
遺

族
は
、
み
な
し
相
続
財
産
と
し
て
相

続
税
の
課
税
財
産
に
加
え
る
必
要
が

あ
り
ま
す
が
、
一
定
の
金
額
ま
で
は

非
課
税
と
な
り
ま
す
。

２
　
弔
慰
金
の
取
扱
い

死
亡
退
職
し
た
役
員
の
遺
族
に
支

払
っ
た
弔
慰
金
が
、
社
会
通
念
上
妥

当
な
金
額
（
下
記
①
ま
た
は
②
）
で

あ
れ
ば
、
税
法
上
で
は
死
亡
退
職
金

と
は
別
に
支
払
い
時
に
損
金
と
な
り

ま
す
。

①

業
務
上
の
死
亡
で
あ
る
時
…
普

通
給
与
の
三
年
分
相
当
額

②

業
務
上
の
死
亡
で
な
い
時
…
普

通
給
与
の
半
年
分
相
当
額

Ⅳ
　
祭

Ｅ
社
の
会
長
が
業
界
の
発

展
に
長
く
尽
く
し
た
功
績
に

よ
り
、
叙
勲
を
受
け
ま
し
た
。
こ
れ

に
伴
っ
て
取
引
先
を
招
待
し
祝
賀
パ

ー
テ
ィ
ー
を
催
し
費
用
を
一
部
会
社

で
負
担
し
ま
し
た
が
、
税
務
上
ど
う

取
り
扱
わ
れ
ま
す
か
。

叙
勲
と
は
、
国
家
や
社
会

に
対
す
る
功
労
者
を
対
象
に

国
か
ら
勲
章
を
授
与
さ
れ
る
こ
と
を

い
い
、
本
来
個
人
的
な
も
の
で
す
。

し
か
し
、
会
長
の
叙
勲
は
会
社
の

イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
に
な
り
、
会
社
の

対
外
的
な
信
用
を
増
す
等
の
効
果
が

あ
る
の
で
、
交
際
費
と
し
て
の
費
用

性
が
あ
り
ま
す
。

た
だ
し
、
パ
ー
テ
ィ
ー
の
規
模
が

明
ら
か
に
常
識
を
超
え
て
豪
華
で
あ

っ
た
り
、
会
長
の
個
人
的
色
彩
の
強

い
も
の
に
つ
い
て
は
、
賞
与
と
し
て

取
り
扱
わ
れ
る
場
合
も
あ
り
ま
す
。

ＱＡ

ＱＡ

ＱＡ
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定
期
保
険
は
、
一
定
期
間
内
に
被

保
険
者
が
死
亡
し
た
場
合
に
の
み
保

険
金
が
支
払
わ
れ
る
生
命
保
険
で

す
。こ

の
定
期
保
険
に
つ
い
て
、
法
人

が
契
約
者
と
な
っ
て
、
役
員
や
使
用

人
を
被
保
険
者
と
し
て
加
入
し
た
場

合
、
そ
の
支
払
っ
た
保
険
料
の
取
り

扱
い
は
、
次
の
よ
う
に
な
り
ま
す
。

死
亡
保
険
金
の
受
取
人
が
法
人
の

場
合
、
ま
た
は
、
被
保
険
者
の
遺
族

で
あ
る
場
合
に
は
、
支
払
っ
た
保
険

料
は
、
期
間
の
経
過
に
応
じ
て
損
金

の
額
に
算
入
し
ま
す
。

た
だ
し
、
受
取
人
が
被
保
険
者
の

遺
族
で
役
員
や
部
課
長
そ
の
他
特
定

の
使
用
人
の
み
を
被
保
険
者
と
し
て

い
る
場
合
に
は
、
そ
の
保
険
料
の
額

は
そ
の
役
員
等
に
対
す
る
給
与
と
な

り
ま
す
。
こ
の
場
合
、
給
与
と
さ
れ

た
保
険
料
は
、
そ
の
役
員
等
の
生
命

保
険
料
控
除
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

事業用資産の買換えの特例

事業用資産の買換えの特例は、個人が
所有している賃貸アパートや駐車場など
の事業用地・建物等を譲渡し、一定期間
内に新たな事業用地もしくは建物などを
購入した際に適用される特例です。

その購入の日から１年以内に買換資産
を事業の用に供したときに、一定の要件
のもとで、譲渡益の一部に対する課税を
将来に繰り延べることができます。

この特例を受けた場合、譲渡した金額
より買い換えた金額の方が多い（または、
同額である）ときは、「譲渡した金額に
20％を掛けた額」を収入金額として譲渡
所得の計算を行います。

また、譲渡した金額より買い換えた金
額の方が少ないときは、「その差額」と
「買い換えた金額に20％を掛けた額」と
の合計額を収入金額として譲渡所得の計
算を行います。

災害見舞金品等の
税務上の取扱い

東日本大震災では、被災地に対して多く
の義援金等が寄せられています。ところで、
国税庁では法人や個人事業者が支出する災
害見舞金品等の費用の税務上の取扱いを示
していますので紹介します。

◎従業員等に支給する災害見舞金品
法人が、災害により被害を受けた従業員

等又はその親族等に対して一定の基準に従
って支給する災害見舞金品は、福利厚生費
として損金の額に算入されます。

また、法人が、自己の従業員等と同等の
事情にある専属下請先の従業員等又はその
親族等に対して一定の基準に従って支給す
る災害見舞金品についても、同様に損金の
額に算入されます。なお、事業を営む個人
においても同様に取り扱われます。

◎災害見舞金に充てるために同業団体等へ
拠出する分担金等
法人が、所属する同業団体等の構成員の

有する事業用資産について災害により損失
が生じた場合に、その損失の補てんを目的
とする構成員相互の扶助等に係る規約等に
基づき合理的な基準に従って、同業団体等
から賦課され、拠出する分担金等は、その
支出する事業年度の損金の額に算入されま
す。なお、この取扱いは、事業を営む個人
においても同様となります。

◎取引先に対する災害見舞金等
法人が、被災前の取引関係の維持・回復

を目的として、取引先の復旧過程において
その取引先に対して行った災害見舞金の支
出、事業用資産の供与等のために要した費
用は、交際費等に該当しないものとして損
金の額に算入されます。

◎取引先に対する売掛金等の免除等
法人が、災害を受けた取引先の復旧過程

において、復旧支援を目的として売掛金、
貸付金等の債権を免除する場合には、その
免除することによる損失は寄附金又は交際
費等以外の費用として損金の額に算入され
ます。

定
期
保
険
の
保
険
料
の
取
扱
い


